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現代大学における職業教育目標の探究

吉　　本　　圭　　一

1．課題設定

　本稿の課題は，日本の新制50年にわたる大学教育において，職業的要素がいかに教育目標として配

慮され，それがどのように機能してきたのか，また今後にどのような政策的課題があるのかを検討す

ることである。ここでは，まず，高等教育と労働市場に関する統計データを検討する。次に，その高

等教育と労働市場との関係の解釈のために，比較の視点を加えていく。すなわち，今日のインターン

シップなどの政策課題を検討するためには，職業教育的要素が教育と雇用のシステムのなかに適切に

埋め込まれているとされる国々と対比してみることが有効である。そこで，本稿では，比較対象とし

てドイツ等の欧州諸国を取り上げる。以下，著者らが行った，高等教育修了者の職業生活に関わる国

際比較調査データを用いて，特に日独比較の視点を織り込んでいきたい。

　さて，1998年の大学審議i会答申では，「課題探求能力の育成」という課題を，その教育研究に関わる

提言の重要な柱としており，産業界からの提言等も含めて，今日，大学での人材育成のあり方につい

ての検討に広く関心が寄せられるようになってきている（大学審議会1998，日経連1995など）。大学

改革は，また世界的な動向でもあり，本稿で比較検討する日独を含めて多くの先進諸国で，高等教育

が近年顕著な進学率拡大を経験しており，また多様な改革圧力に晒されている。いわゆる知識経済の

進展，経済のグローバル化に伴う，労働市場の変動も共通して指摘されている。

　さて，こうした課題が生じる制度的な背景は両国で異なっている。日独の制度についての通説的，

典型的な理解によれば，日本で学歴・学校歴別労働市場があり，ドイツでは専門職業別労働市場が発

達しているとされている。日本ではB本的雇用慣行見直しの下で訓練可能性よりも実質的な職業的能

力への期待が高まりつつあると考えられるが，もしドイツ側で専門分野と職業の対応関係の緩みが観

察されるとすれば，日独の制度が，その対極的な位置から次第に歩み寄り共通性を高めていく可能性

を仮説的に設定することもできよう。

　ともあれ，以下，日本における戦後の各時期の大学教育において職業教育目標がにどのように追究

されてきたのかを，まず，学部や専門分野の消長を通して検討したい。次に，そのようにして育成し

た人材の労働市場へのフローを見ることによって「学歴別・学校歴別労働市場」の展開について検討

したい。そして，第3に，そうしたマクロな統計で明らかにされる実態がどう社会的に評価されてい

るのか，卒業者の視点から考察する。この最後の課題については，1998年から1999年にかけて実施さ

一83一



吉　本　圭

れた日欧12ヶ国の高等教育修了汗しての調査データを用いて，特に日独の大学教育の内容・方法にお

ける重点の置き方や，そうして得た大学教育知識がどう職業生活で実際に活用されているのか，とい

う差異に焦点をあてて，今日の大卒者の国際比較を行いたい。

2．日本における大学教育拡大と学部の消長

　1）「専門志向」，「職業主義」，「教養教育」

　日本の大学は，特定の目的に縛られず純粋に知識のみを追究するという「フンボルト的理念」をあ

るべき大学像の中心におき，特に国立大学教員を中心として「研究志向」が強いことから，学生に対

して適切な職業的な準備がなされないという批判がなされることも多い。

　これに対して，市川（2001）は，むしろ日本の大学においては，戦前の専門学校などに代表される

ように，高等教育の制度発足から一貫して，特定の領域の人材養成を目的として，狭い範囲の限定さ

れた専門知識を生産することが大学の基本的な使命と考えられてきたと指摘する。これは「一般教育・

教養教育」の衰退の文脈で，職業主義と専門教育が主となった日本の大学の特徴をまとめているので

ある。

　しかし，他方で，企業等の外部社会からは，大学卒業者が職業的知識を適切に取得しているとはい

いがたいという大学教育への厳しい評価が，たえず寄せられている。つまり，これらの点を総合すれ

ば，日本の大学が，少なくともカリキュラム内においては，「大学教員の関心範囲である専門的目的に

特化した狭い範囲の知識のみを追究」するという「研究志向」の世界の中に学生たちを閉じこめて大

学4年間を通過させようとしていることを意味するものではないかと考えられる。

　2）大学教育の拡大と学部名の多様化

　とはいえ，こうした図式自体も検証が必要である。新制大学の拡大に焦点をあてて，学部名称の消

長を検討することで，そうした検証の一端としたい。

　新制大学発足期の1950年には，4年制大学の入学定員は98，691人であり，1955年の大学学部進学率

（浪人込み）は7．9％であった。2000年半は入学定員は544，222人となっており50年で5．5倍に拡大し，進

学率も39．7％に達している。こうして，大学はエリート段階からマス段階へ，短大や専門学校等も含

めた高等教育全体としてユニバーサル・アクセスの段階に突入している。

　さて，この間に大学教育の目標はどのように発展・進化してきたのであろうか。このことを全国大

学の学部名の分析によって検討してみよう。データは，文教協会『全国大学一覧』の各年版による。

　ここで，学部の名称とは，それぞれの「専門知識の幅と深さ」あるいは，「職業領域との対応性」を

示すものである。新制発足時の1950年には表1のとおり，文学部，理学部，法学部など46の学部名称

があった。その後の大学・学部の新増設のもとで，2000年段階までに合計211の学部名称が登場して

いる。この学部名称の「多様化」は，表2のとおり，戦後50年間に均等に進展したのではなく，とり

わけ1991年以後に105学部が登場しており，近年の改革動向を特徴づける動きとなっている。
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表1　新制大学において用いられている学部名称とその設置時期

1950年の 工学部 医学部 文理学部 畜産学部

学部名称 経済学部 社会学部 政経学部 神学部

文学部 農学部 法文学部 文家政学部

教養学部 薬学部． 美術学部 鉱山学部

法学部 家政学部 法経学部 水畜産学部

商学部 体育学部 水産学部 英文学部

経営学部 芸術学部 電気通信学部 文経学部

理工学部 商経学部 仏教学部 文政学部

教育学部 音楽学部 獣医畜産学部 理家政学部

人文学部 政治経済学部 繊維学部 法学社会学部

理学部 歯学部 工芸学部 政治学部

外国語学部 学芸学部 園芸学部

1951～70年 社会科学部 文教育学部 造形学部 芸術工学部

までに新規 文芸学部 社会福祉学部 海洋学部 農獣医学部

の設置学部 獣医学部 酪農学部 衛生学部 法商学部

名称 商船学部 基礎工学部 栄養学部 衛生看護学部

美術工芸学部 産業社会学部 生産工学部

1971～90年 第一学群 第三学群 国際政治経済学部 現代文化学部

までに設置 第二学群 学校教育学部 鍼灸学部 経済情報学部

体育専門学群 経営情報学部 国際学部 人間関係学部

総合科学部 国際関係学部 生物資源学部 生物産業学部

生活科学部 人文社会科学部 環境情報学部 比較文化学部

医学専門学群 図書館情報学部 情報工学部 情報科学部

人間科学部 生物生産学部 人間社会学部 国際商学部

芸術専門学群 環境保健学部 総合政策学部 生命理工学部

看護学部 情報学部 国際文化学部 造形芸術学部

保健学部 国際言語文化学部 行政社会学部 食品栄養科学部

1991～2000 社会情報学部 日本文化学部 教育文化学部 文化創造学部

年までに設 人間学部 看護福祉学部 地域環境科学部 法政策学部

置 生活環境学部 デザイン工学部 国際交流学部 スポーッ科学部

国際経済学部 国際経営学部 文化学部 教育福祉学部

経営科学部 システム工学部 工学資源学部 経済科学部

総合情報学部 デザイン学部 人間環境学部 文化教育学部

流通科学部 環境学部 政策学部 観光学部

開発工学部 文化情報学部 経営政策学部 地球環境学部

情報文化学部 生命科学部 総合理工学部 表現学部

不動産学部 人間生活学部 流通学部 応用情報学部

医療衛生学部 総合人間学部 メディア学部 経営情報科学部

経営経済学部 医用工学部 情報社会政策学部 服装学部

政策科学部 保健衛生学部 国際言語学部 生物資源科学部

スポーッ健康科学部 保健医療学部 人文科学部 コミュニティ振興学部

総合管理学部 現代社会学部 環境科学部 現代コミュニケーション学部

発達科学部 人間文化学部 教育地域科学部 保健科学部

医療技術学部 教育人間科学部 企業情報学部 美術文化学部

医療福祉学部 国際コミュニケーション学部 健康科学部 産業保健学部

人文社会学部 国際食料情報学部 国際開発学部 福祉社会学部

保健福祉学部 総合経営学部 国際情報学部

コンピュータ理工学部 応用生物科学部 環境システム学部

生物理工学部 コミュニケーション学部 総合情報学学部
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表2　学部名称の出現と消滅

年 1950 1951－1970 1971－1990 1991－2000

学部定員（期末） 98，691 230，473 431，680 544，222

（年平均増加率％） （6．7） （4．4） （2．6）

新登場の学部名称 47 19 40 105

（年払直感加数） （0．95） （2．00） （10．50）

規模拡大を続ける学部の名 教養学部 社会福祉学部 経営情報学部
称登場年代 経営学部

人文学部

外国語学部

医学部

社会学部

芸術学部

2000年までに廃止の学部 9 3

廃止された学部の登場年代 文家政学部 農獣医学学部

鉱山学部 法商学部

水畜産学部 衛生看護学部

英文学部

文経学部

文政学部

理家政学部

法学社会学部

政治学部

　2000年段階で，もっとも学生定員の多い学部は，工学部72，049名であり，つづいて経済学部，文学部，

教養学部，法学部，商学部，経営学部，理工学部，教育学部，人文学部，理学部，外国語学部。医学部ま

でが，定員10，000名を越す。これらは1950年当時から設置されている学部名称である。近年のこれら

の代表的な学部の学生定員の動向をみると，教養学部が18，420名（1990年）から44，950名（2000年）

までに倍増しており，このほか，人文学部，経営学部の定員がこの10年間に拡大している。これに対

しているのに対して，教育学部が大幅に定員を減少させており，商学部でも減少傾向にある。

　学部名称の変遷に注目すると，1991年以後に登場した学部名称は，表1に示すとおりわずか10年間

で100以上増加している。その多くは，1大学のみで用いられている学部名称であり，「○○○○（漢

字4文字，中には6文字も）学部」であり，またカタカナ名称も多く登場している。この名称の中に，

今日的に追加されてきた教育目的が示されていると考えられる。この名称の「多様化」「複雑化」は，

日本では「学際化」として，すなわち新たなディシプリンというよりも，複数のディシプリンによっ

て扱われる新しい課題領域，対象領域を示すものとして理解されている。それゆえ，今日的な時代的

特徴を示すという意味で，「キーワード」学部というまとめ方もできる。このキーワードとして，ここ

で特に「人間」「環境」「国際」「文化」「コミュニケーション」「経営」「情報」などを読みとることが

できる。

　この新しい学部名称の中には，文字数は多くても，保健領域などのように明確に特定の専門的な人
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材養成に目的を焦点化したものもあるが，他方で複数のディシプリンによって扱う領域並列イメージ

も多い。つまり，複数のディシプリンが一つの学部教育に参加するとしても，そこで扱う特定の人材

養成を積集合，最大公約数的に絞り込むというよりも，複数のディシプリンが扱える範囲を，むしろ

和集合，最小公倍数的に拡大している可能性が指摘できる。

　ともあれ，他方で，学部名称として今日使われなくなったものもいくつかある。「鉱山学部」「文家

政学部」「法学社会学部」「文暦学部」「法商学部」「農獣医学部」などの12の学部名称である。明らか

に専門的人材養成の需要が減少したと見ることができるのは「鉱山学部」のみであり，他は，むしろ

単に日本の大学学部構成によって理解されている専門ディシプリンが2つないし3つあるため，学部

の分割・再編統合によって学部名称が結果的に消えたものである。

　以上の検討をまとめてみると，今日の大学改革における学部新増設・再編成の過程で，改革の狙上

にのぼった「遠因」としては，「特定の専門的目的に特化した狭い専門知識」を学士課程で提供して

いることに対する社会的な批判が，あったのではないだろうか。しかも重要なことは，旧来の「狭い

専門知識」だけで「職業的な準備が欠けている」ことへの対応として改革が進展したとしても，その

帰結として「職業対応」的な学士課程教育が普及しつつあるとは結論し得ないことである。もちろん

「職業的な人材育成」の社会的な需要があるのかどうかという点は，大学・学部設置の際に重要な審

査基準となっている。けれども，医学部などの一部を除けば，現実の大学教育の専門分野と大卒者の

活躍する職業領域が対応していないという一般的な理解があり，そのもとでは，そうした設置審査が

あることで，専門職業対応な学士課程教育の普及が促進されるということは必ずしも期待できない。

そうしてみると，学部名称多様化といった改革の「遠因」は職業対応性のなさであったとしても，直

接の「動因」は必ずしもそこになかったのではないか。むしろ，それは「専門教育」の再編成なので

はないか，と考えることができる。学部名称の多様化を進めているのは，専門教育をより職業対応型

にしょうとするよりも，広い「課題領域」への意識であり，よく言えば「教養教育」への志向である

が，悪くするとその裏に複数ディシプリンの混在・混沌を包み隠すための表現ともなりうる。

3．大卒者の専門分野と労働市場

　大学教育の目標設定を評価していく上では，大卒者が実際にどのような進路を辿ったのかという点

が重要である。ところで，今日的な大卒者の労働市場に関わる問題のひとつは，1990年代に急速に拡

大した大卒失業・無業およびフリーターの問題である。

　また，産業構造・職業構造の変化については，サービス経済化・rr化といった経済構造変動，ある

いは国際化・知識社会化という社会変動のインパクトがどのように生じているのかという点も関心が

もたれる。本報告では，文部科学省『学校基本調査報告書』のデータによって，戦後半世紀の新制大

学における専門分野と進路動向がどう対応してきたのか，長期的なスパンで実態を確認してみよう。
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図1性別専門分野別の無業者比率（分母は進学者を除く）
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表3　大卒者の卒業直後の無業者比較
（％）

性別 専門分野 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000

人 文 23．5 16．2 26．9 26．3 34．4 24．5 16．0 33．8 42．8

社 ム瓜 7．9 1．4 3．6 7．1 17．7 13．9 10．6 23．2 36．0

理 学 3．5 2．9 7．7 11．8 17．5 11．7 6．3 14．9 20．2

工 学 2．0 0．3 1．4 3．6 5．7 3．2 2．1 7．1 16．0
曲辰 学 7ユ 3．7 4．1 9．3 12．3 11．1 59 15．4 22．5

計
保商 健船 8．0

P．5

4．8

P．4

16．8

P．0

18．5

Q．9

17．8

R．6

14．7

kO
12．7

O．6

18．1

T．0

20．8

Q．9

家 政 41．5 32．5 41．4 31．3 30．0 19．9 10．4 24．6 31．0

教 育 10．0 5．4 10．7 13．6 24．8 26．7 17．1 31．8 40．6
曲π 術 26．6 12．4 40．2 30．9 37．5 33．9 24．5 43．8 55．8

その他 0．0 0．0 46．2 28．4 29．3 17．7 9．6 26．2 36．4

総 計 10．5 4．6 8．9 10．9 18．9 15．0 10．4 22．1 32．4

性別 専門分野 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000

人 文 14．9 3．2 7．8 16．1 30．8 25．1 19．8 35．0 48．2

社 △耳 7．5 1．0 2．6 6．1 16．1 13．0 10．1 22．0 36．5

理 学 3．0 2．3 7．3 11．2 17．1 11．9 6．4 14．9 20．3

工 学 2．0 0．3 1．4 3．5 5．6 3．1 2．0 7．0 15．6

農 学 7．0 3．5 3．6 8．5 11．4 10．8 6．1 14．3 21．0

男子
保商 健船 3．8

P．5

2．3

P．4

18．2

P．0

18．2

Q．9

15．0

R．6

12．4

P．0

12．6

O．6

18．0

T．3

24．2

Q．7

家 政 6．3 0．0 0．0 7．1 14．3 29．0 19．3 19．9 44．8

教 育 8．6 3．0 8．5 12．1 25．0 26．0 16．7 30．6 43．5
曲云 術 13．2 0．7 21．3 29．3 34．5 33．6 26．1 44．9 56．2

その他 0．0 0．0 13．7 3．8 8．9 8．7 7．5 23．7 36．1

総 計 7．4 1．4 3．7 7．1 14．8 12．2 8．9 18．8 30．7

性別 専門分野 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000

人 文 41．5 32．4 39．7 32．5 36．3 24．1 14．0 33．3 40．6

社 ム五 39．7 29．7 27．7 22．3 33．6 23．0 14．3 28．3 34．6

理 学 7．7 7．4 10．3 15．1 19．5 10．8 5．8 14．7 19．9

工 学 4．0 2．4 3．1 10．5 10．9 5．4 2．9 9．7 19．5

農 学 19．7 12．2 13．7 17．6 20．5 13．0 5．0 18．1 24．6

女子
保商 台船 19．3

O．0

10．2

O．0

14．8

O．0

18．9

O．0

22．2

O．0

18．7

O．0

12．9

O．0

18．1

O．0

18．3

S．3

家 政 4L8 32．6 41．5 31．5 30．1 19．8 10．3 24．7 30．6

教 育 13．2 8．5 12．8 14．6 24．7 27．2 17．5 32．7 38．7
営云 術 38．0 20．7 47．6 31．8 39．0 34．1 23．7 43．3 55．7

その他 0．0 0．0 57．5 49．0 48．8 29．0 12．2 29．1 36．6

総 計 30．1 22．3 30．3 25．3 31．4 23．6 14．2 29．2 35．1
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　1）1990年代の無業者比率の増加

　戦後半世紀の高等教育拡大のなかで，1990年代に突入するまでは，大卒者数の一貫した拡大にも関

わらず，卒業者の就職状況は概ね良好に推移してきた。表3および図1のようにオイルショック期を

除いて大卒後の無業率（分母は大卒者総数から進学者を除く）はほぼ一貫して低下してきた。

　これは，特に女子で顕著であり，1960年代当時多数の分野で40％を上回っていた無業者比率が，19

90年にはほぼ10％台あるいはそれ以下に減少している。その意味で，戦後の大学教育普及は女子の職

業生活参入を促進する形で進展したことをまず確認しておくことができる。特に，その背景として女

子の専門分野構成の変化を指摘できる。1960年越は大卒女子の36．8％が人文科学，26．3％が教育出身

とこの2分野だけで6割を占めており，そのため大卒後の主要な職業的なチャンスは学校教員等に限

られていた。これに対して2000年には，先の2分野のシェアは合わせて41．8％にとどまっている。社

会科学分野出身者が28．2％など，女子においても幅広い専門分野構成になり，一般・民間労働市場へ

表4　製造業就職者比率
（％）

性別 MAJOR 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000

人 文 21．3 22．0 27．4 17．5 14．8 17．7 17．9 16．7 12．9

社 △試 32．5 33．5 32．6 20．5 18．6 20．6 20．3 16．6 13．4

理 学 56．4 51．3 58．3 36．6 28．5 39．2 43．5 30．8 21．8

工 学 67．8 66．1 68．6 51．3 50．7 59．7 56．2 40．4 34．3

農 学 31．0 39．0 36．9 31．8 25．6 30．0 35．0 28．0 27．0

保 健 32．9 40．2 40．5 25．5 22．1 25．9 36．1 20．9 9．6

計
商 船 4．6 16．2 11．1 13．4 26．0 50．3 56．7 33．9 26．5

家 政 23．4 18．1 26．1 18．2 13．5 18．8 20．8 18．5 14．9

教 育 1．7 2．3 4．8 3．3 2．0 4．2 7．4 8．8 7．4

一調 術 23．2 19．0 27．6 14．4 17．3 24．0 20．2 18．3 19．8

その他
●

20．2 25．0 16．2 21．5 23．2 17．7 12．8

総 計 32．8 36．1 38．7 26．8 24．3 28．1 27．9 21．8 17．6

性別 MAJOR 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000

人 文 21．7 24．0 26．8 16．9 17．1 18．8 20．1 18．5 14．9

社 A浜 32．6 33．7 33．1 20．8 19．0 21．2 21．0 17．2 14．6

理 学 59．6 54．6 61．1 38．2 28．4 37．8 41．3 31．4 21．1

工 学 67．8 66．2 68．5 51．5 50．7 59．9 56．1 40．9 34．9

農 学 31．0 39．4 36．8 31．4 24．4 28．9 33．4 27．0 25．6

男子
保商 健船 37．6

S．7

49．9

P6．2

51．2

P1．1

27．9

P3．4

23．0

Q6．0

25．1

T0．0

36．3

T7．7

25．0

R3．9

15．2

Q9．5

家 政 50．0 33．3 72．7 50．0 0．0 13．6 28．6 13．5 19．3

教 育 1．6 2．5 6．0 4．3 2．2 3．6 7．8 10．4 8．7

繍衣 術 28．8 29．6 39．8 26．7 32．3 39．0 32．4 29．4 27．8

その他 20．3 31．1 18．3 23．6 26．9 19．4 13．1

総 計 34．9 39．3 41．9 29．7 27．6 31．4 31．2 24．4 20．8

性別 MAJOR 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000

人 文 20．2 18．7 28．0 17．8 13．5 17．0 16．9 15．9 12．2

社 ム耳 17．3 17．5 17．4 13．2 12．9 13．3 15．4 13．5 10．3

理 学 28．9 29．0 43．3 28．3 29．1 44．5 50．8 28．9 23．2

工 学 57．8 40．9 70．8 36．2 45．1 54．7 58．9 34．2 28．6
曲辰 学 27．9 23．1 39．0 36．4 37．3 36．8 42．1 30．2 29．0

女子
保商 健船 26．4

O．0

31．0 32．4 23．6 21．3

@　　0

26．5

P00．0

36．0

Q0．0

18．8

@　　・

8．0

O．0

家 政 23．1 18．0 25．9 18．0 13．6 18．8 20．7 18．6 14．8

教 育 1．8 2．0 3．7 2．6 1．9 4．6 7．2 7．6 6．8

廿云 術 16．7 10．1 20．8 7．6 9．3 17．1 14．7 13．9 16．8

その他 20．2 16．1 12．8 18．2 18．5 15．8 12．5

総 計 15．0 14．5 21．0 14．0 12．2 17．1 19．1 16．1 12．7
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の進出を前提とした大学教育の拡大が見られたのである。

　しかし，1990年からの10年間は，バブル崩壊後の長期化した不況の下で，大卒者の無業率の急増を

もたらしている。2000年には，進学者を除く男女のうち，3分の1以上が無業となっている。

　2）サービス産業就職の拡大と専門分野

　産業別の進路構成については，表4，表5，表6および図2で見るとおり，この半世紀に産業の盛衰

につれて大卒者の就職先は当然に変化しているのであるが，専門分野との関連でまとめてみると，以

下のように，専門分野と産業との対応関係が一般により弱くなる傾向が見られる。

　・製造業就職率は1970年の41．9％までの上昇後に低下し2000年の20．8％まで半減している。特に工

　　学系専門分野での低下が著しく，農学・芸術・商船などの就職比率変化のない分野とほぼ並ぶ結

　　果となっている。

表5　卸・小売り業就職者比率
（％）

性別 MAJOR 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000

人 文 16．7 16．0 21．5 21．3 19．1 17．3 17．9 24．8 26．1

社 A誠 23．7 26．1 27．1 26．5 28．5 23．5 21．6 30．6 29．7

理 学 2．8 3．3 6．1 8．4 7．7 3．1 3．5 11．9 10．1

工 学 3．4 3．2 4．6 7．8 8．6 3．5 3．6 8．1 8．4

農 学 5．7 7．5 9．5 11．6 12．6 8．4 9．0 15．0 19．2

計
早書 健船 11．1

O．0

8．1

O．7

5．9

P．3

6．0

W．6

6．8

W．8

8．5

U．3

7．6

S．5

15．0

P．7

15．6

P7．6

家 政 6．1 2．4 7．5 10．7 12．9 12．0 15．5 16．9 22．0

教 育 0．6 0．8 3．2 3．3 1．9 2．9 5．3 9．6 11．9

口調 術 1．6 2．8 5．7 6．2 7．6 6．7 10．9 8．5 10．4

その他 27．1 22．0 18．0 17．5 18．6 27．4 25．6

総 計 14．3 15．4 17．1 17．5 18．4 14．7 14．4 21．8 22．1

性別 MAJOR 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000

人 文 17．8 19．0 24．7 22．7 17．3 17．0 20．1 30．0 31．0

社 A浜 23．8 26．2 27．5 26．7 28．9 24．0 22．5 32．4 33．0

理 学 2．9 3．6 6．7 8．9 8．3 3．5 4．0 13．1 11．1

工 学 3．4 3．2 4．6 7．8 8．6 3．5 3．6 8．2 8．5

農 学 5．8 7．6 9．7 12．0 12．6 8．5 10．2 16．3 20．5

男子
保商 健船 10．9

O．0

8．5

O．7

5．1

P．3

7．0

W．6

5．6

W．8

7．9

U．3

4．6

S．6

12．7

P．7

17．0

P8．0

家 政 0．0 16．7 0．0 11．5 60．0 25．0 7．1 13．5 24．8

教 育 0．7 1．0 5．0 4．2 2．5 2．1 5．5 12．2 13．2

士雰 術 2．2 3．5 9．4 10．7 9．9 7．8 11．4 7．9 9．2

その他 23．2 21．7 17．3 17．2 18．3 29．3 29．2

総 計 15．1 16．8 18．5 18．7 19．8 15．5 15．0 23．4 23．9

性別 MAJOR 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000

人 文 13．6 10．9 18．4 20．3 20．1 17．4 16．9 22．8 24．5

社 A試 21．3 19．7 15．3 21．6 22．7 17．7 14．3 21．9 20．8

理 学 1．8 O．7 2．9 5．6 5．2 1．5 1．8 8．0 8．1

工 学 2．2 0．9 3．3 7．4 3．2 4．3 2．3 5．7 7．5

農 学 0．0 2．3 5．7 6．5 12．0 7．7 4．0 12．0 17．5

女子
保商 健船 11．3

ｿ0
7．8 6．5 5．2 7．8 9．0

O．0

9．3

O．0

16．1 15．1

P4．3

家 政 6．2 2．4 7．5 10．7 12．7 11．9 15．5 17．0 22．0

教 育 0．1 0．5 1．6 2．7 1．5 3．7 5．2 7．7 11．1

士試 術 0．9 2．2 3．6 3．7 6．3 6．2 10．6 8．7 10．9

その他 29．4 22．6 19．0 17．8 19．1 25．2 22．3

総 計 7．2 6．0 9．8 12．1 13．2 12．3 12．6 18．1 19．3
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　現代大学における職業教育目標の探究

図2性別・専門分野別の就職先産業

1960　　　　　　1965　　　　　　1970　　　　　　1975　　　　　　1980　　　　　　1985　　　　　　1990　　　　　　1995　　　　　　2000

　　　　　　表6　サービス業就職者比率

一←製造・男子人文

咽函酔製造・男子工学

中襲造・男子肇術

鯛剣卜製造・男子計

一餉製造・女子計

柵●岬卸小売り・勇子社会

一一凹 ｵ小馬り・男子農学

一●一 ｵ小兜り。舅＝子計

・・㎞・・ ｵ小売り・女子人文

一イ戸卸4、売り・女子蒙致

一．一 ｨ小売り・女子計

（％）

性別 MAJOR 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000

人 文 36．0 42．8 29．0 30．1 44．2 42．9 36．9 27．9 32．5

社 △試 4．9 6．8 7．7 9．1 12．3 16．3 15．8 15．3 24．9

理 学 26．5 33．3 23．4 36」 47．0 47．4 34．0 36．5 50．7

工 学 1．8 4．0 2．4 6．4 8．9 11．6 13．2 16．4 29．3

農 学 19．8 17．2 16．5 17．8 19．2 20．8 20．2 22．8 26．4

保 健 51．8 47．8 48．9 63．3 66．9 62．5 52．6 59．9 72．8
計

商 船 0．4 3．3 2．0 2．7 9．7 9．1 12．4 5．1 13．2

家 政 56．0 66．5 50．4 50．9 56．7 51．3 39．4 40．5 41．3

教 育 95．1 94．2 86．1 86．4 92．0 85．7 73．2 61．0 59．2
廿質 術 60．2 61．1 61．8 70．7 66．1 63．0 57．7 60．0 56．3

その他 25．0 23．4 36．8 30．6 22．7 21．1 34．6

総 計 24．0 22．6 18．4 21．1 26．5 28．5 26．2 23．7 32．5

性別 MAJOR 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000

人 文 33．2 36．6 26．6 30．7 45．2 43．5 33．5 24．7 30．7

社 A五 4．7 6．5 6．8 8．1 10．6 14．8 14．0 13．0 21．2

理 学 23．1 29．4 20．1 34．2 45．2 48．2 34．2 34．1 50．1

工 学 1．8 3．9 2．4 6．3 8．7 11．4 13．0 15．7 28．4

農 学 19．7 16．3 15．8 16．5 18．5 19．4 18．0 20．3 24．0

男子
保商 健船 48．0

O．4

39．3

R．3

38．9

Q．0

59．1

Q．7

67．1

X．7

64．4

X．2

55．4

P1．7

57．8

T．1

66．2

P3．1

家 政 20．0 50．0 0．0 7．7 15．0 29．5 35．7 53．8 35．2

教 育 94．8 93．6 82．6 83．2 90．2 88．3 72．2 56．4 54．4
士試 術 53．4 44．3 42．5 50．8 48．7 45．4 41．4 43．5 44．9

その他 18．8 17．2 32．4 26．9 19．9 17．0 30．0

総 計 19．2 15．7 11．7 13．9 17．8 21．5 19．4 17．8 26．7

性別 MAJOR 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000

人 文 44．1 53．5 31．3 29．6 43．6 42．5 38．4 29．2 33．1

社 ム写 23．8 33．7 35．8 28．1 34．1 34．4 30．0 26．3 35．0

理 学 55．4 60．0 40．9 46．0 54．9 44．5 33．2 43．7 52．0

工 学 4．4 22．7 7．2 24．4 27．7 22．2 20．1 26．5 37．5

農 学 41．9 57．7 32．1 33．1 25．7 29．5 29．9 28．7 29．7

女子
保商 健船 57．2

O．0

56．0 56．5 66．5

@　　●

66．8 61．1

O．0

50．9

S0．0

60．9

@　　●

74．7

P4．3

家 政 56．3 66．5 50．6 51．2 56．9 5L5 39．4 40．3 41．4

教 育 95．7 95．0 89．3 88．6 93．1 83．6 73．9 64．4 61．9
廿写 術 68．0 75．4 72．7 81．6 75．4 ・71．1 65．1 66．6 60．8

その他
・

28．6 32．3 43．8 36．4 26．4 25．8 38．9

総 計 65．0 68．6 54．5 53．2 58．0 51．8 44．2 37．0 41．5
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・卸・小売業は，漸増傾向であり，1960年当時もっともこの分野に就職者を輩出していた社会科学

が23．8％（1960年）から33．0％（2000年）まで9．2％ポイントの拡大であるのに対して，人文出身

者では17．8％から31．0％と13．2％ポイントの拡大で，社会科学に並びかけており，女子では人文や

家政出身者の方が社会科学出身者よりもこの分野に就職する傾向が強い。

・サービス業については，かつてはその主要部分が学校教員であり，人文，教育出身者を中心に大

卒女子の6割以上がこの分野に就職しており，男子では1割台であったが，学校教員が減少し，

民間企業等での専門サービスが拡大して，男子を含めて多くの分野からそれぞれに「サービス業」

に就職しており，男女間，専門分野間での違いが，より小さくなりつつある。

3）専門的・技術的職業から事務・販売職業への展開

大卒就職者の職業構成については，表7，表8および図3のとおり，専門的・技術的職業への就職

表7　専門的技術的職業就職者比率
（％）

性別 専門分野 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000

人 文 33．1 39．2 20．4 20．6 33．8 30．7 24．5 9．9 9．6

社 ム苫 3．7 3．4 2．8 3．7 3．7 5．6 7．3 3．5 8．2

理 学 87．5 91．4 84．3 70．6 67．4 83．5 74．6 62．8 62．1

工 学 93．5 94．5 92．2 84．1 80．2 88．5 91．5 83．4 8α1
曲想 学 59．2 68．6 67．3 55．7 54．7 59．0 66．5 50．7 46．2

計
保商 健船 87．8

S．6

91．2

Q0．5

86．6

P2．8

95．3

P7．9

95．1

R7．8

93．6

W3．9

90．0

V6．6

88．2

U9．5

93．0

T5．9

家 政 70．2 78．0 55．9 55．7 61．2 52．2 45．9 43．6 40．1

教 育 94．0 95．4 85．0 85．7 91．1 82．7 69．0 51．7 46．1
士調 術 64．4 68．3 96．4 81．8 87．4 80．8 71．4 69．9 68．5

その他 0．0 0．0 19．1 11．8 17．1 17．8 16．9 8．1 14．5

総 計 41．8 43．8 40．3 39．1 40．1 41．5 40．5 31．0 32．0

性別 専門分野 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000

人 文 30．9 34．8 23．2 22．1 38．5 34．1 21．9 10．9 11．9

社 △試 3．6 3．2 2．2 3．1 2．8 4．6 6．1 2．5 6．3

理 学 87．2 92．0 84．4 70．2 65．9 84．2 72．6 62．0 60．9

工 学 93．5 94．5 92．2 84．2 80．3 89．2 91．5 83．4 80．4

農 学 58．9 68．4 67．1 54．7 53．9 58．0 64．0 47．2 42．0

男子
保商 急騰 85．4

S．6

86．3

Q1．4

74．7

P2．8

94．2

P7．9

92．5

R7．8

90．7

W4．5

85．1

V7．6

83．9

U9．5

89．8

T7．4

家 政 80．0 50．0 0．0 73．1 65．0 72．7 83．7 61．5 37．2

教 育 93．9 94．8 81．6 83．3 89．5 86．6 68．8 47．7 41．6
壮諏 術 59．1 60．0 95．3 75．1 77．9 74．7 74．2 74．9 74．8

その他 0．0 0．0 29．0 8．9 18．5 17．5 19．4 8．3 12．8

総 計 38．6 39．5 37．3 36．1 35．8 39．0 39．2 31．5 33．1

性別 専門分野 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000

人 文 39．6 46．7 17．6 19．5 31．2 28．8 25．6 9．5 8．8

社 △耳 12．4 26．4 21．5 15．1 16．2 16．5 16．6 8．6 13．2

理 学 89．7 87．3 83．5 72．4 74．0 81．0 81．2 65．5 64．5

工 学 91．1 95．5 93．8 75．6 70．6 68．5 90．6 83．9 77．9
工匠 学 86．0 79．5 71．6 67．0 62．4 65．0 78．0 59．0 51．9

女子
保商 健船 91．2

O．0

95．9

O．0

95．6

O．0

96．1

O．0

97．3

O．0

95．8

O．0

92．9

S0．0

90．4

O．0

93．9

S2．9

家 政 70．1 78．1 56．1 55．6 61．2 52．0 45．6 43．3 40．1

教 育 94．3 96．3 88．1 87．4 92．2 79．4 69．1 54．7 48．5
廿云 術 71．4 76．0 97．1 85．5 92．4 83．5 70．1 67．9 66．1

その他 0．0 0．0 13．4 16．1 14．7 18．3 13．7 7．8 16．1

総 計 69．4 72．9 56．5 52．7 55．9 49．5 43．9 30．1 30．3
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表8　販売の職業就職者比率
（％）

性別 専門分野 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000

人 文 6．3 8．7 20．7 13．0 14．7 17．9 18．9 22．0 26．1

社 △四 17．2 28．1 40．0 33．6 36．4 36．7 30．9 36．6 33．1

理 学 1．5 1．3 5．6 6．6 13．2 3．7 5．1 9．2 8．7

工 学 1．3 1．5 3．7 5．5 8．8 4．4 2．9 6．0 6．9，

農 学 3．2 7．1 15．8 ユ5．9 16．6 13．9 13．2 18．9 20．0

計
保商 健船 8．1

O．0

6．9

S．2

11．8

Q．0

2．9

Q．7

2．6

T．7

4．1

O．7

5．5

P．5

4．9

R．4

3．7

P1．8

家 政 0．4 0．3 5．1 3．2 4．0 8．5 12．1 15．0 19．0

教 育 0．4 0．5 3．2 2．4 1．4 3．2 6．0 8．6 10．7

一汗 術 1．5 1．6 0．7 2．9 5．2 7．6 10．1 5．6 10．4

その他 0．0 0．0 12．8 6．3 14．4 13．5 19．4 27．3 29．7

総 計 9．3 14．9 23．2 19．1 21．4 20．9 18．4 23．3 22．8

性別 専門分野 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000

人 文 7．7 12．6 34．9 25．1 26．4 30．4 33．0 31．1 32．5

社 ム調 17．4 28．4 41．1 35．1 38．5 38．8 33．2 40．1 37．5

理 学 1．6 1．5 6．6 7．6 15．8 4．6 6．0 10．6 9．5

工 学 1．3 1．5 3．7 5．5 8．9 4．5 3．0 6．2 7．0

農 学 3．2 7．2 16．5 16．8 17．5 15．2 15．1 22．7 23．4

男子
保商 健船 8．7

O．0

11．0

Q．2

23．7

Q．0

4．6

Q．7

5．3

T．7

7．8

O．7

9．5

P．5

7．4

R．4

6．5

P1．5

家 政 0．0 0．0 40．0 3．8 15．0 15．9 14．0 26．9 27．6

教 育 0．5 0．7 6．0 4．8 2．7 3．7 8．8 11．0 12．6

±云 術 1．9 2．8 1．2 5．8 12．5 17．3 15．4 7．4 9．9

その他 0．0 0．0 26．1 7．2 19．3 16．1 20．4 34．6 37．1

総 計 10．2 16．9 26．8 22．7・ 25．8 24．9 21．8 27．1 25．9

性別 専門分野 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000

人 文 1．8 2．0 7．2 4．5 8．1 10．8 12．6 18．4 23．9

社 A亥 3．9 4．2 7．2 5．7 10．1 12．8噛 13．2 19．8 21．2

理 学 0．0 0．0 0．6 1．4 2．1 0．7 2．0 4．9 6．9

工 学 0．0 0．0 0．0 4．9 1．6 1．8 0．7 3．0 6．0

農 学 0．0 1．7 2．3 5．2 8．3 6．0 4．2 9．8 15．6

女子
保商 健船 7．2

O．0

3．1

T0．0

2．7

O．0

1．7

O．0

0．5

O．0

1．4

O．0

3．2

O．0

3．5

O．0

3．0

P4．3

家 政 0．4 0．3 4．9 3．2 4．0 8．4 12．1 14．8 18．8

教 育 0．1 0．2 0．6 0．7 0．6 2．8 3．8 6．9 9．7

誌試 術 1．1 0．4 0．4 1．3 1．4 3．2 7．7 4．9 10．6

その他 0．0 0．0 5．0 4．8 6．6 9．7 18．0 18．9 22．9

総 計 1．7 1．3 4．0 3．1 5ユ 7．7 9．6 14．5 17．9
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者が減り，事務職・販売職の比率が増加している。特に，女子の専門的・技術的職業就職の減少（特

に，教員就職に関わる人文・理学・教育）と，1990年代から特徴的な女子の販売職就職拡大，男子の

社会科学以外からの販売職就職の拡大などが見られる。ここでも，特定の専門分野と特定の職業との

対応関係が弱まってきていることを示している。

　4）日本の専門非対応型の大卒労働市場と大学における職業教育目標

　以上のように，特定の専門分野と特定領域の労働市場との結びつきは，次第に弱くなってきており，

学部段階での職業教育目標を明瞭に絞り込むことの困難を裏付けるものとなっている。すなわち，前

節で，学部名称の「多様化」が，医療系など一部を除いて「職業対応性」を不明瞭にしていることは，

言わばこのような労働市場の現実に応じたものであるともいえよう。

　そうしてみると，大学教育における職業教育目標の追求は，学部・学科単位でめ特定の職業人の育

成をめざすという直接的な焦点化によって行われていない。日本の労働市場の特質は，そうした追求

が困難であることを示唆している。

　むしろ，我が国においては，そうした直接的な職業教育目標の追求においては，4年制大学がその

役割から隔たっている分だけ，短大や専門学校がそうした目標追求を担ってきたのである。特に，19

92年をピークとする第2次ベビーブーム世代通過後に短大が高等教育進学者に占めるシェアを低下

（新規高卒者進学率は1994年の13．8％から9．9％へ）させているのに対して，専門学校については，同じ

時期に15．6％から16．8％へとシェアを維持・拡大させている。専門学校が欧州でのテクニシャン・ス

ペシャリストレベルに相当する人材育成の目標追求の受け皿としての位置を確立しつつある現状とい

えよう。

　また，高度な専門的職業人養成については，今日大学院の「専門大学院化」を模索する改革動向が

進展していることも，学士課程での「職業対応性」についての議論が欠ける結果をもたらしている。

　しかしながら，大学人のもつ専門ディシプリンを複数組み合わせればそれだけで「学際的」であり

「課題探求」型となるとは限らない。また，そうしたマクロな労働市場における専門非対応動向は，大

学教育における「職業教育目標の不要性」を示すものでもない。つまり；大学が伝統的に設定してき

た専門分野とは別の尺度を，企業側が人材の採用にあたって用いている可能性がある。

　経済界は，近年大学改革に多くのメッセージを発しており，その中のキーワードとして「雇用可能

な力量（Employability）」や「コンビチンシー（Competency）」がある。これらが大学教育カリキュラ

ム改革の中でどのように追求されているのか，またどのような方向性が見通されるのか，日本高等教

育学会紀要『高等教育研究』の2001年の特集「大学・知識・市場」でも多数の論者が扱っている（特

に小方2001参照）。本報告では，その特集でも扱われている日欧大卒者の見た「大学教育についての

評価」を，次に検討しよう。
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4．大学教育と職業生活の日欧比較

　日独をふくむ12ヶ国の高等教育修了者3万6千人の調査結果（1998－99年実施：日本での分析につ

いては吉本2001，日本労働研究機構2001を参照）から，各国の大学教育において，どのような教育内

容・方法，学生支援の特色があり，また卒業者が大学教育で得た知識をどう有効に活用しているのか

という点を検討したい。

　1）大学で重視されている教育内容6方法と学習環境

　欧州11ヶ国と比較してみると日本の大学卒業者の方が，大学において課題探求型の学習が重視され

ていると，より高く評価している。

　表9から，大学での学習内容や方法に対する大学側の重視度をみると，日本において重視されてい

る比率が高い項目」は，「理論や概念の学習」「卒業論文・卒業研究の作成」などである。これに対し

て，欧州で評価が高い項目としては，「理論や概念の学習」や「自学自習」があり，「現実の課題に即

した学習」や「専攻分野や授業の自由な選択」については，むしろ日本で評価が高い。つまり，欧州

の高等教育機関では，日本以上にアカデミックな志向が強い点を卒業者たちは指摘している。

　しかし，昨今の大学教育改革で焦点が当てられている課題である「コミュニケーション能力の取得」

「在学中の就業体験」については，日欧ともに，これまであまり重視されてこなかったことがわかる。

ただし，これはあくまでも卒業者の目から見た主観的でかつ相対的な評価であり，「就業体験」等の絶

　　　　　　　　　　　　　表9大学教育で重視されていたもの

設問　あなたが卒業された大学の学部・学科では、次のような内容や方法が重視されていましたか。

　　　　　　　　　　　　　　　　（重視されている零5点　重視されていない＝1点とした5段階評価）

日 本 ドイツ 12ヶ国忌

●
平均値 順位 平均値 順位 平均値 順位

b．理論や概念の学習 3．87 1 3．85 1 4．03 1

k卒業論文・卒業研究の作成 3．83 2 3．32 2 3．56 2

e．授業への出席3．67 3．67 3 3．13 3 3．26 3

g．専攻分野や授業の自由な選択 3．57 4 3．09 4 3．10 4

a事実や分析技法の習得 3．49 5 3．93 5 3．43 5

d．自学自習3．18 3．18 6 3．66 6 3．61 6

h．現実の課題に即した学習 3．14 7 2．57 7 2．75 7

1．学習達成度の定期的なチェックと評価 3．04 8 2．59 8 2．68 8

f必要な学習情報を得るための教員の積極的活用 2．90 9 2．94 9 3．09 9

c．コミュニケーション能力の習得 2．73 10 2．33 10 2．76 10

j．課外で教員とコミュニケーションをもつこと 2．49 〃 2．15 〃 2．32 11

i．在学中の就業体験 1．99 12 2．10 12 2．23 12

対象者数（無回答含む） 3，381 3，488 36；109
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　　　　　　　　　　　　　　　　表10学習環境に対する評価

設問　あなたが卒業された大学の学部・学科では，勉学に必要な次の条件は整備されていましたか。

　　　　　　　　　　（非常に充実していた＝5点　まったく充実していなかった＝1点とした5段階評価）

日 本 ドイツ 欧　州

平均値 順位 平均値 順位 平均値 順位

p．図書館の施設や蔵書の整備状況 3．68 1 3．25 1 3．45 1

b．卒業論文・卒業研究への指導・助言 3．67 2 2．96 2 3．11 2

c．専攻の授業内容 3．65 3 3．32 3 3．51 3

n．学生同士が交流する機会や場 3．39 4 3．98 4 3．92 4

a勉学全般に関する指導体制 3．37 5 2．79 5 2．94 5

g．授業やコースを選択する自由 3．34 6 3．09 6 3．06 6

q．教材・テキストの整備 3．24 7 3．01 7 3．19 7

d．履修できる授業のバラエティー 3．22 8 3．33 8 3．32 8

e．学部カリキュラムの体系性 3．17 9 3．14 9 3．15 9

£試験や成績評価の方法 3．08 10 2．96 10 3．11 10

監パソコンや各種測定機器などの整備状況 3．03 11 2．90 〃 2．93 11

h．授業における実学性の重視 2．98 12 2．47 12 2．75 12

k．授業におけるアカデミックな内容の重視 2．91 13 2．42 13 2．57 13

m．授業以外で教員と接触する機会 2．79 14 2．33 14 2．63 14

i．授業方法の工夫 2．66 15 3．27 15 3．23 15

1．就職指導の組織や企業実習機会の提供 2．50 16 2．66 16 2．42 16

o．大学の意思決定に学生が関与できる可能性 2．38 17 2．44 17 2．52 17

j．研究プロジェクトに参加できる機会 2．34 18 2．22 18 2．32 18

対象者数（無回答含む） 窮384 黄488 36；109

対量については，後ほど触れるように，日本と比較して欧州ではるかに充実している。つまり，卒業

者の「準拠枠組み」次第で主観的な評価は変わりうることにも留意しておきたい。

　次に，大学の教育条件整備の現状，学習環境に対する評価を18の項目でたずねものが，表10である。

表から明らかなとおり，日欧ともにもつとも評価の高いのは「図書館の整備状況」であり，低いのは
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を
「研究プロジェクト参加」「大学運営への学生参加」「企業実習機会の提供」「教員との接触機会」であ

る。日欧ともに，学生が大学内での彼らに対する「お客さん的な位置づけ」に対して必ずしも高く評

価していないことを示している。

　日欧の比較の観点でみると，日本では，「卒業論文・卒業研究への指導助言」の評価が評価の高い項

目として第2位に入っており，他方，これは欧州ではむしろ評価の低い項目となっている。逆に，「学

生同士が交流する機会や場」「授業方法の工夫」などについては欧州側の方が日本側よりも高いレベ

ルの評価となっている。

　2）大学時代に得た知識の職業生活での活用と卒業年齢効果

　先のような大学教育における大学側の教育内容・方法の編成や学習環境整備の条件の下で，大学時

代に獲得した知識・技能を仕事でどのくらい活用しているかをみると，表11の通り，日本では「頻繁
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　　　　　　　　　　　　表11　大学で獲得した知識・技術の活用度

設問：あなたの現在の仕事全体を考えた場合，在学中に獲得した知識や技術をどのくらい使ってい

　　　ますか。（注：平均値は，「頻繁に使っている」＝5点～「全く使っていない」・＝1点とした場合の数値）

ノ　　フ　　ス　　チ　　オ オ　イ　イ　ス　ド　Z

；ぢ1ジィ；
ダ　　ス　　ァ　　ン　　ッ　　ス

日　　全

本　　体

三三に使っている　36．5　36．3　34．2　26．7

かなり使っている　37．4　33．7　31．5　31．1

やや使っている　21．0　18．723．6　28．0

あまり使っていない　4．9　9．9　9．8　12．3

全く使っていない　0．2　1．4　1．0　2．0

24．2

29．6

29．O

14．5

2．7

12．7　　24．0

39．2　　26．9

33．1　　26．1

13．5　　15．9

1．5　　7．1

19。3　　21．8　　14．3　　　6．5　　　9．8　　　22．1

29．5　　26．7　　28．2　　23．4　　13．9　　29．3

30．3　　26．6　　34．2　　35．8　　30．0　　28．1

15．1　　19．2　　20．4　　27．0　　29．8　　16．0

5．8　　　5．6　　　2．9　　　7．2　　　16．5　　　4．5

全 体 100．0　100．0　100．0　100．0　100．0　100．0　100．0　100．0　100．0　100．0　100．0　100．0　100．0

平　均　値 4．05　　3．94　　3．88　　3．68　　3．58　　3．48　　3．45　　3．42　　3。40　　3．30　　2．95　　2．71　　3．48

3，132　2，444　2，434　2，540　2，075　2，915　3，151　2，550　2，154　3，233　2，294　2，880　31，802

1V；A．およ乙朽Zλκ除ぐρ〈．01

に使っている」「かなり使っている」を合わせて，

男性21．4％，女性24．6％（「無回答・その他」は母

数から除外し「現在の仕事には高等教育の学習内

容は無関係」は母数に含めた計算）である。

　欧州では，男女とも5割近くの者が，大学での

知識を比較的活用していると回答しており，この

調査の中でも，特に日欧で違いの大きい項目のひ

とつとなっている。

　この差異をどう評価すべきだろうか。調査結果

の背景にある日欧高等教育修了者の基本プロフィー

ルのちがいに眼を向ける必要があるのではなかろ

うか。すなわち，日本の大卒者は高卒庫後に進学

し4年間の大学教育を経て，ドイツなど欧州諸国

の多数と比べて特段に若い時期に社会に出ること

になる。この，

図4大卒者の年齢と大学知識の活用度

　　　　　　　　　男子
大学で得た知識の活用度

4

3．5

3

2．5

ノルウェー フィンラン噺

o o／

チェコ

@o
オーストリ 兜ノ◎

@スウェ 一ン

スペイン
◎ タリア

o　’ o英国
ドイツ

フランス

日本
◎

26　　　　　　28　　　　　　30　　　　　　32

　　　　調査時の年齢（1999）

　R（相関関数）＝α761標数＝12
　　　　　y＝一〇．714＋0．135x

34

　　　　　　　大卒者の若さ，その社会経験の少なさのために，大学知識を適切に職業生活で活用で

きない，あるいは適切に活用できる部署への配属の前段階にいるという可能性がある。

　これを，大学知識の活用に関して仮説として，日欧の国単位で卒業者の平均年齢と大学知識の活用

度との相関をとってみると，仮説に整合する分析結果がえられる。つまり，大卒者の年齢が高い国ほ

ど卒業者の大学知識活用度が高い有意な傾向がみられるのである（図4：12ヶ国の相関係数は0．761）。
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5．結　論

　1）日欧における「大卒者」に対する社会的な視線について

　最後の知見から結論と考察に入っていこう。それぞれの社会の，マクロレベルでの平均的な卒業年

齢は，社会全般が「大卒者」を，いかに「大人」として認識するのかを示すものである。日欧のこの

点での社会モデルを対比的に図式化してみると，図5ができる。

　つまり，日本では，高校から大学までくアルバイト〉以外の経験をもたず大学生活をエンジョイし

ている。こうして成長した青年（成年）は，「社会」からみるとく社会人〉ではないのである。まさ

しく，こうした用語があること自体，学生を異界におき，大学卒業者のもつ経験や力量を既価してい

る可能性があるし，またそうした認識ゆえに，企業等の諸組織は大卒青年に対して責任ある自律的な

立場を与えないのではなかろうか。近年論じられる「パラサイト・シングル」といった青年の社会的

自立困難の問題もこの系に属している（山田1999）。ドイツ等の欧州諸国の多くは，大学生の平均年

令が高いとともに，その分散も大きく，社会的経験も多様である。そのため，職業経験は例えパート

タイムであっても，その当人の社会的経験の重要な要素として評価されるし，そうであれば逆に社会

的経験として意義ある職業経験を探索することを志向するようになる。大学卒業時点の年令が高く，

経験が豊富であることが，大卒者の能力評価の社会的な基準点として設定されうるのである。結局，

日本の大卒者は，卒業後の数年の経験を踏まえ，欧州モデルの大卒者と同じ年齢に達する頃に，はじ

めて大学知識を活用するチャンスを与えられるのではないだろうか。

　2）職業教育目標の追求における日本的特徴

　以上のように，日本の大学においては，学部名称の「多様化」，専門分野と就職者の産業・職業の非

対応，大卒者の大学知識活用度の低い評価などからみて，新制半世紀の展開の中で多数の大学で「職

業教育目標」が直接的に追究されているとはいいがたいことが明らかになった。つまり，こうした不

図5日欧の大学教育と職業への移行モデル

年齢

30
29
28

27

26　　　　　　　　生産
ii

iii………縫1…1難

日本的モデル

社会における大学と大卒者の評価の基準点

社会

lの
l生

生産

………、…1

A…、…，

奄奄奄奄鴛曹奄奄奄 人生

訓練

遊びの人生

欧州的、あるいはドイツモデル
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対応，ないし「ゆるやかな対応」が，日本の労働市場の特性に整合していたと解釈できる。しかしな

がら，「大学が職業教育目標を真剣に追究しない」背景にある日本的な労働市場が，大きな転換を遂げ

ようとしている，という議論も多くある。企業内での人材育成に多くのノウハウを形成し，資源を投

入してきた企業サイドが，終身雇用・年功処遇等のいわゆる日本的経営を転換していこうとする際，

新規大卒者の資質への期待もまた変化しつつあるというものである（日本経営者連盟1995など）。

　すなわち，「雇用可能性employability」に注目して経済界からの大学教育への要望が多くだされ，大

学側のそれへの対応が大学審議会の「課題探求能力の育成」という冒頭で指摘した課題なのである。

　つまり，日本的労働市場を前提とするとき，職業教育目標の追求においては，大学のカリキュラム

を職業教育型にすることは必ずしも適切な対応とはならない。他方，そうした追究がまったくなされ

なければ，若くそれまでに社会経験の乏しい日本の大卒者は，きわめて低いレベルの「雇用可能性」

のまま労働市場に投入されることになる。全員がそうしたスタートラインにあり，企業がその後の適

切な育成システムをもっている限り，それは問題にならない。そして，事実そのようにして戦後のマ

ス高等教育の拡大は進んだのである。

　しかし，明らかに環境は変化しつつある。今後の大学教育においては，それぞれの大学がこの環境

変化をどう読みとり，それぞれが「課題探求能力の育成」をどうプログラム化して個性的な大学をつ

くっていくかがが問われるのである（3＞。

　3）日本の大学における「社会への移行支援」の必要性

　本稿は，日本の大学における「職業教育目標」の設定をめぐる検討を目指したものである眠結論

的にいえば，われわれは「青年の社会への移行支援」という日本社会の抱える広い課題の中でその目

標を設定した方がよいということである（文部省2000参照）。大学審議i会の基本問題検討部会の第一

回議事録には，初等中等教育と高等教育の間に「ギャップ」を設けること，つまり直接現役進学しな

いことを原則とするといった考え方について多く論じられたことが記されている。これは，教育改革

国民会議の論じた「奉仕活動義務化」と共通する側面を持っており，図5の日本的モデルの改革をね

らうものであろう。ただし，大学改革という審議会の方法論の中でこうした社会の転換を期待するこ

とができなかったためであろうか，結局は，2000年11月の最終答申にはこの点はほとんど盛り込まれ

ていない。

　また，政策的に推進されているインターンシップも，「就職」よりも「社会への移行」の方を強調す

る観点が必要であり，特に「大学知識を活用する経験」を提供し，そうした知識獲得への意欲を高め

たかどうかといった評価尺度を開発していく必要があるように思われる。さらに，「アルバイト」と

いう経験も，それが大学で学ぶ専門分野と対応していれば，より適切な「移行」への動機づけにつな

がるものであり再評価すべきである。つまり，欧州諸国の多くと異なり，経済的にも高負担を強いら

れる日本の高等教育環境において，青年の社会的な自立経験を獲得する活動として，それらの諸々の

活動に対して総合的かつ適切な社会的支援が求められているのではないだろうか。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注

（1）本稿は，ベルリン日独センター（2001年12月5～6日）『日本とドイツにおける高等教育制度

　　の発展と改革』における著者の基調報告に加筆訂正したものである。

（2）吉本（1998）では，OECDにおける研究プロジェクト等を参照しながら，効率的な移行特性を

　　持つ国として日本とドイツ，支援体制として注目すべきアプローチとして北欧と米国，資格制度

　　とその改善の特徴でフランス・英国に注目している。

（3）この「課題探究能力の育成」に関わって展開されている施策の重要な柱のひとつが文部科学省，

　　厚生労働省，経済産業省の三省が政策的に推進する「インターンシップ」である。大学審議会で

　　の議論も，当初は「教養教育」としての位置づけが強調されており，後に「専門教育の充実」の

　　観点が強まっている。本稿の考察も，むしろ前者の「ガイダンスの機能」としての位置づけの重

　　要性を支持するものである。
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Vocational Orientation in Japanese Universities 
from a Comparative Perspective 

Keiichi Yoshimoto 

This paper analyzes how university in Japan has been pursuing vocational goals in undergradu- 

ate education, by examining macro statistics and comparative survey data. According to the global 

trends of university reform since 1990s, almost all universities in Japan have also been undertaking 

various reforms and many new types of universities and departments have been established. Many 

reforms focus on ' curriculum and pedagogy'. They have been led by many policy initiatives, 

particularly those for vocational oriented reforms, such as implementing internships. However 

vocational orientation has not been familiar among Japanese academic staff. By examining the 

names of departments, it is found that although many new types of department emerged in the last 

decade many names are long combination of plural disciplines addressing broad problem areas. At 

the results the relationships between the fields of study of graduates and their occupational careers 

have been weakened and weakened since 1960s. Finally, from comparative survey of graduates in 

11 European countries and Japan it is found that the low levels of knowledge utilization in Japan are 

in most ports explained by fewer work experiences during university and the younger graduation 

age. From these findings, it seems quite important to encourage work experiences, such as internship 

programs and to evaluate carefully the competencies university graduates have acquired and are 

required in their future careers. 


